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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年12月期中間期 3,847 △32.1 42 △86.8 154 △63.6 106 △60.5

2024年12月期中間期 5,663 23.4 321 499.1 424 173.9 269 196.6

（注）包括利益 2025年12月期中間期 399百万円 （△53.9％） 2024年12月期中間期 865百万円 （76.9％）

１株当たり
中間純利益

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益

円 銭 円 銭

2025年12月期中間期 50.30 －

2024年12月期中間期 124.82 －

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年12月期中間期 22,487 18,965 82.7

2024年12月期 21,844 18,819 84.5

（参考）自己資本 2025年12月期中間期 18,592百万円 2024年12月期 18,462百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年12月期 － － － 50.00 50.00

2025年12月期 － －

2025年12月期（予想） － 50.00 50.00

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 10,000 2.6 30 △89.0 210 △56.1 150 △53.2 70.97

１．2025年12月期第２四半期（中間期）の連結業績（2025年１月１日～2025年６月30日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2025年12月期の連結業績予想（2025年１月１日～2025年12月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：有



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2025年12月期中間期 3,806,660株 2024年12月期 3,806,660株

②  期末自己株式数 2025年12月期中間期 1,701,479株 2024年12月期 1,651,239株

③  期中平均株式数（中間期） 2025年12月期中間期 2,113,574株 2024年12月期中間期 2,155,734株

※  注記事項

（１）当中間期における連結範囲の重要な変更：無

（２）中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有

（注）詳細は、添付資料８ページ「２．中間連結財務諸表及び主な注記（４）中間連結財務諸表に関する注記事

項（中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更      ：有

②  ①以外の会計方針の変更                    ：無

③  会計上の見積りの変更                      ：無

④  修正再表示                                ：無

（注）詳細は、添付資料８ページ「２．中間連結財務諸表及び主な注記（４）中間連結財務諸表に関する注記事

項（会計方針の変更に関する注記）」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

※  第２四半期（中間期）決算短信は公認会計士又は監査法人のレビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により予想数値と異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっ

ての注意事項等については、添付資料２ページ「１．経営成績等の概況（３）連結業績予想などの将来予測情報に関

する説明」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当中間期の経営成績の概況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境が改善する下で、景気は緩やかな回復基調で推移し

ました。しかしながら、米国の通商政策の動向や物価の上昇が継続的に懸念される等、景気の先行きは、依然とし

て不透明な状況となりました。

建設業界におきましては、公共投資は底堅く推移しましたが、民間設備投資に力強さは無く、また、建設資材価

格の高止まりや、建設技術者・労働者不足が慢性化しており、引き続き厳しい状況となりました。

このような状況の中、当社グループの売上高は、工事進捗の遅れ等により、38億4千7百万円（前年同期比32.1％

減）となりました。

利益面につきましては、売上高が減少したこと等により、営業利益は4千2百万円（前年同期比86.8％減）、経常利

益は1億5千4百万円（前年同期比63.6％減）、親会社株主に帰属する中間純利益は1億6百万円（前年同期比60.5％

減）となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。（セグメントごとの経営成績については、セグメント間の

内部売上高又は振替高を含めて記載しております。）

（建設事業）

受注高は、30億8千1百万円（前年同期比45.2％減）となりました。売上高は、36億5千2百万円（前年同期比

33.4％減）となり、セグメント利益は、売上高が減少したこと等により3億1千8百万円（前年同期比44.5％減）とな

りました。

（製造・販売事業等）

主にアスファルト合材の販売、飲食事業（回転寿司店の運営）等で、売上高は、3億6千4百万円（前年同期比

5.8％増）となり、セグメント損失は4百万円（前年同期はセグメント損失8百万円）となりました。

（２）当中間期の財政状態の概況

①資産、負債及び純資産の状況

当中間連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末より6億4千3百万円増加し224億8千7百万円となりま

した。増加した主な要因は、工事代金の受入等により現金預金が増加したこと等によるものであります。

負債は、前連結会計年度末より4億9千6百万円増加し35億2千1百万円となりました。増加した主な要因は、大型工

事の未成工事受入金の増加等によるものであります。

純資産は、前連結会計年度末より1億4千7百万円増加し189億6千5百万円となりました。増加した主な要因は、自

己株式の取得がありましたが、保有株式の株価上昇により、その他有価証券評価差額金が増加したこと等によるも

のであります。

この結果、自己資本比率は82.7％（前連結会計年度末は84.5％）となりました。

②キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは、21億2千9百万円の増加（前年同期は20億2千万円の増加）となりました。

増加した主な要因は、工事代金の回収により売上債権が減少したこと等によるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、2億8千9百万円の増加（前年同期は3億4千4百万円の減少）となりまし

た。増加した主な要因は、投資有価証券の取得がありましたが、有価証券の償還による収入があったこと等による

ものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、2億5千2百万円の減少（前年同期は1億7百万円の減少）となりました。減

少した主な要因は、自己株式の取得と配当金の支払い等によるものであります。

以上の結果、当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ21億6千5百万円増加

し、109億9千6百万円となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　最近の動向を踏まえ、2025年２月７日に公表しました通期の連結業績予想及び個別業績予想を修正しておりま

す。詳細につきましては、本日公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当中間連結会計期間
(2025年６月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 8,831 10,996

受取手形・完成工事未収入金等 2,506 1,039

有価証券 302 400

未成工事支出金等 348 272

その他 93 31

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 12,078 12,738

固定資産

有形固定資産

土地 1,218 1,218

その他（純額） 593 590

有形固定資産合計 1,811 1,808

無形固定資産 6 6

投資その他の資産

投資有価証券 7,542 7,525

その他 630 632

貸倒引当金 △222 △222

投資その他の資産合計 7,949 7,935

固定資産合計 9,766 9,749

資産合計 21,844 22,487

２．中間連結財務諸表及び主な注記

（１）中間連結貸借対照表

- 3 -

金下建設㈱(1897) 2025年12月期 第２四半期(中間期)決算短信



（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当中間連結会計期間
(2025年６月30日)

負債の部

流動負債

工事未払金 693 602

リース債務 2 2

未払法人税等 80 60

未成工事受入金 337 650

完成工事補償引当金 24 7

その他 302 481

流動負債合計 1,438 1,801

固定負債

リース債務 6 5

繰延税金負債 1,075 1,197

役員退職慰労引当金 491 503

その他 16 16

固定負債合計 1,588 1,721

負債合計 3,025 3,521

純資産の部

株主資本

資本金 1,000 1,000

資本剰余金 2,147 2,147

利益剰余金 17,526 17,525

自己株式 △4,900 △5,044

株主資本合計 15,773 15,628

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,688 2,965

その他の包括利益累計額合計 2,688 2,965

非支配株主持分 357 373

純資産合計 18,819 18,965

負債純資産合計 21,844 22,487
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年１月１日

　至　2025年６月30日)

売上高 5,663 3,847

売上原価 4,873 3,335

売上総利益 790 512

販売費及び一般管理費 469 469

営業利益 321 42

営業外収益

受取利息 11 16

受取配当金 81 82

持分法による投資利益 － 3

不動産賃貸料 20 19

その他 4 3

営業外収益合計 115 123

営業外費用

持分法による投資損失 3 －

不動産賃貸原価 8 8

その他 2 3

営業外費用合計 13 11

経常利益 424 154

特別利益

固定資産売却益 5 9

特別利益合計 5 9

特別損失

その他 0 0

特別損失合計 0 0

税金等調整前中間純利益 429 163

法人税等 146 41

中間純利益 283 122

非支配株主に帰属する中間純利益 14 16

親会社株主に帰属する中間純利益 269 106

（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

（中間連結損益計算書）
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年１月１日

　至　2025年６月30日)

中間純利益 283 122

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 582 276

その他の包括利益合計 582 276

中間包括利益 865 399

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 851 383

非支配株主に係る中間包括利益 14 16

（中間連結包括利益計算書）
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年１月１日

　至　2025年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 429 163

減価償却費 37 36

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 16 △17

工事損失引当金の増減額（△は減少） △29 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2 △1

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 15 12

受取利息及び受取配当金 △92 △99

持分法による投資損益（△は益） 3 △3

有形固定資産除売却損益（△は益） △5 △9

売上債権の増減額（△は増加） 2,705 1,468

未成工事支出金等の増減額（△は増加） 57 76

仕入債務の増減額（△は減少） △649 △91

未成工事受入金の増減額（△は減少） 82 313

未払消費税等の増減額（△は減少） 11 △24

その他 △570 263

小計 2,008 2,088

利息及び配当金の受取額 93 103

法人税等の支払額 △81 △62

法人税等の還付額 0 0

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,020 2,129

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の償還による収入 － 700

有形固定資産の取得による支出 △42 △34

有形固定資産の売却による収入 5 9

無形固定資産の取得による支出 － △1

投資有価証券の取得による支出 △301 △387

関係会社出資金の払戻による収入 － 3

その他 △6 △2

投資活動によるキャッシュ・フロー △344 289

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △1 △1

自己株式の取得による支出 － △144

自己株式の売却による収入 0 －

配当金の支払額 △107 △107

財務活動によるキャッシュ・フロー △107 △252

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,569 2,165

現金及び現金同等物の期首残高 8,544 8,831

現金及び現金同等物の中間期末残高 10,113 10,996

（３）中間連結キャッシュ・フロー計算書
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（４）中間連結財務諸表に関する注記事項

（会計方針の変更に関する注記）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日）、「包括利益の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第25号 2022年10月28日）及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日）を当中間連結会計期間の期首から適用しております。これによる

中間連結財務諸表への影響はありません。

（中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該見積

実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法に

よっております。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　当社は、2025年２月12日開催の取締役会決議に基づき、2025年２月13日付で東京証券取引所の自己株式立会外買

付取引（ToSTNeT-３）により、自己株式50,200株を取得し自己株式が144百万円増加しております。

　なお、当中間連結会計期間の自己株式は5,044百万円となっております。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。
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(単位：百万円)

報告セグメント
調整額

（注）１

中間連結損益
計算書計上額

（注）２建設事業
製造・販売

事業等
計

売上高

外部顧客への売上高 5,484 179 5,663 － 5,663

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 165 165 △165 －

計 5,484 344 5,829 △165 5,663

セグメント利益又は損失（△） 573 △8 565 △243 321

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結損益
計算書計上額

（注）２建設事業
製造・販売

事業等
計

売上高

外部顧客への売上高 3,652 194 3,847 － 3,847

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 170 170 △170 －

計 3,652 364 4,016 △170 3,847

セグメント利益又は損失（△） 318 △4 314 △272 42

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間(自  2024年１月１日  至  2024年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△243百万円には、セグメント間取引消去等18百万円及び各報告セグ

メントに配分していない全社費用△262百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ　当中間連結会計期間(自  2025年１月１日  至  2025年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△272百万円には、セグメント間取引消去等5百万円及び各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△277百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

増減

前連結会計年度

(自 2024年１月１日 (自 2025年１月１日 (自 2024年１月１日

  至 2024年６月30日)   至 2025年６月30日)   至 2024年12月31日)

金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 金額 率(％) 金額 構成比(％)

土

木

官公庁 2,846 79.1 1,782 74.2 △ 1,064 △ 37.4 4,807 85.7

建 民　間 752 20.9 64.0 620 25.8 78.0 △ 132 △ 17.6 804 14.3 43.3

計 3,598 100.0 2,402 100.0 △ 1,196 △ 33.2 5,611 100.0

設
建

築

官公庁 957 47.3 3 0.5 △ 953 △ 99.7 1,033 14.0

民　間 1,065 52.7 36.0 676 99.5 22.0 △ 389 △ 36.5 6,326 86.0 56.7

事 計 2,022 100.0 679 100.0 △ 1,343 △ 66.4 7,359 100.0

計

官公庁 3,803 67.7 1,785 57.9 △ 2,017 △ 53.0 5,840 45.0

業 民　間 1,818 32.3 100.0 1,296 42.1 100.0 △ 522 △ 28.7 7,129 55.0 100.0

計 5,620 100.0 3,081 100.0 △ 2,539 △ 45.2 12,970 100.0

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

増減

前連結会計年度

(自 2024年１月１日 (自 2025年１月１日 (自 2024年１月１日

  至 2024年６月30日)   至 2025年６月30日)   至 2024年12月31日)

金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 金額 率(％) 金額 構成比(％)

土

木

官公庁 2,476 92.4 1,912 86.6 △ 564 △ 22.8 4,615 88.2

建 民　間 203 7.6 48.8 296 13.4 60.5 93 46.0 617 11.8 56.0

計 2,679 100.0 (47.3) 2,208 100.0 (57.4) △ 471 △ 17.6 5,232 100.0 (53.7)

設
建

築

官公庁 125 4.4 452 31.3 328 262.5 556 13.5

民　間 2,681 95.6 51.2 991 68.7 39.5 △ 1,689 △ 63.0 3,558 86.5 44.0

事 計 2,805 100.0 (49.5) 1,444 100.0 (37.5) △ 1,362 △ 48.5 4,114 100.0 (42.2)

計

官公庁 2,601 47.4 2,364 64.7 △ 236 △ 9.1 5,171 55.3

業 民　間 2,884 52.6 100.0 1,288 35.3 100.0 △ 1,596 △ 55.3 4,175 44.7 100.0

計 5,484 100.0 (96.8) 3,652 100.0 (94.9) △ 1,832 △ 33.4 9,346 100.0 (95.9)

製造・販売事業等 179 (3.2) 194 (5.1) 15 8.6 397 (4.1)

合計 5,663 (100.0) 3,847 (100.0) △1,817 △32.1 9,743 (100.0)

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末
増減

前連結会計年度末

(2024年６月30日) (2025年６月30日) (2024年12月31日)

金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 金額 率(％) 金額 構成比(％)

土

木

官公庁 1,847 75.9 1,539 73.8 △ 308 △ 16.7 1,669 88.2

建 民　間 588 24.1 45.0 548 26.2 25.1 △ 40 △ 6.8 224 11.8 21.3

計 2,435 100.0 2,087 100.0 △ 348 △ 14.3 1,893 100.0

設
建

築

官公庁 1,948 65.6 1,144 18.4 △ 804 △ 41.3 1,594 22.8

民　間 1,023 34.4 55.0 5,091 81.6 74.9 4,068 397.8 5,406 77.2 78.7

事 計 2,971 100.0 6,235 100.0 3,264 109.9 7,000 100.0

計

官公庁 3,795 70.2 2,684 32.2 △ 1,112 △ 29.3 3,263 36.7

業 民　間 1,611 29.8 100.0 5,639 67.8 100.0 4,028 250.1 5,630 63.3 100.0

計 5,406 100.0 8,322 100.0 2,916 53.9 8,893 100.0

３．補足情報

受注工事高・売上高・繰越工事高

(連結)

受注工事高                                                                                    (単位：百万円)

売上高

繰越工事高
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前中間会計期間 当中間会計期間

増減

前事業年度

(自 2024年１月１日 (自 2025年１月１日 (自 2024年１月１日

  至 2024年６月30日)   至 2025年６月30日)   至 2024年12月31日)

金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 金額 率(％) 金額 構成比(％)

土

木

官公庁 2,492 79.0 1,627 73.9 △ 866 △ 34.7 4,183 85.0

建 民　間 662 21.0 60.9 573 26.1 76.4 △ 89 △ 13.5 737 15.0 40.1

計 3,155 100.0 2,200 100.0 △ 955 △ 30.3 4,920 100.0

設
建

築

官公庁 957 47.3 3 0.5 △ 953 △ 99.7 1,033 14.0

民　間 1,065 52.7 39.1 676 99.5 23.6 △ 389 △ 36.5 6,326 86.0 59.9

事 計 2,022 100.0 679 100.0 △ 1,343 △ 66.4 7,359 100.0

計

官公庁 3,449 66.6 1,630 56.6 △ 1,819 △ 52.7 5,216 42.5

業 民　間 1,728 33.4 100.0 1,249 43.4 100.0 △ 479 △ 27.7 7,063 57.5 100.0

計 5,177 100.0 2,879 100.0 △ 2,297 △ 44.4 12,279 100.0

前中間会計期間 当中間会計期間

増減

前事業年度

(自 2024年１月１日 (自 2025年１月１日 (自 2024年１月１日

  至 2024年６月30日)   至 2025年６月30日)   至 2024年12月31日)

金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 金額 率(％) 金額 構成比(％)

土

木

官公庁 2,117 92.5 1,646 86.5 △ 471 △ 22.2 3,995 87.8

建 民　間 171 7.5 44.9 256 13.5 56.8 85 49.7 555 12.2 52.5

計 2,288 100.0 (43.4) 1,902 100.0 (53.7) △ 386 △ 16.9 4,550 100.0 (50.2)

設
建

築

官公庁 125 4.4 452 31.3 328 262.5 556 13.5

民　間 2,681 95.6 55.1 991 68.7 43.2 △ 1,689 △ 63.0 3,558 86.5 47.5

事 計 2,805 100.0 (53.2) 1,444 100.0 (40.8) △ 1,362 △ 48.5 4,114 100.0 (45.4)

計

官公庁 2,241 44.0 2,098 62.7 △ 143 △ 6.4 4,551 52.5

業 民　間 2,852 56.0 100.0 1,247 37.3 100.0 △ 1,604 △ 56.3 4,112 47.5 100.0

計 5,093 100.0 (96.6) 3,346 100.0 (94.5) △ 1,747 △ 34.3 8,664 100.0 (95.6)

製造・販売事業等 179 (3.4) 194 (5.5) 15 8.6 399 (4.4)

合計 5,272 (100.0) 3,540 (100.0) △1,732 △32.9 9,063 (100.0)

前中間会計期間末 当中間会計期間末
増減

前事業年度末

(2024年６月30日) (2025年６月30日) (2025年12月31日)

金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 金額 率(％) 金額 構成比(％)

土

木

官公庁 1,688 76.5 1,480 73.7 △ 207 △ 12.3 1,499 87.7

建 民　間 519 23.5 42.6 528 26.3 24.4 8 1.6 210 12.3 19.6

計 2,207 100.0 2,008 100.0 △ 199 △ 9.0 1,710 100.0

設
建

築

官公庁 1,948 65.6 1,144 18.4 △ 804 △ 41.3 1,594 22.8

民　間 1,023 34.4 57.4 5,091 81.6 75.6 4,068 397.8 5,406 77.2 80.4

事 計 2,971 100.0 6,235 100.0 3,264 109.9 7,000 100.0

計

官公庁 3,636 70.2 2,625 31.8 △ 1,011 △ 27.8 3,093 35.5

業 民　間 1,542 29.8 100.0 5,618 68.2 100.0 4,076 264.4 5,616 64.5 100.0

計 5,178 100.0 8,243 100.0 3,065 59.2 8,709 100.0

(個別)

受注工事高                                                                                    (単位：百万円)

売上高

繰越工事高
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